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1　は　じ　め　に

近年，青森県においても農家数や農業従事者の減少が大

きく，担い手の高齢化も一段と進んできている。また，こ

れまでリンゴ農家等が農繁期に雇用してきた労働力の確保

も次第に難しくなってきている。このような状況から市町

村別の農業労働力の現状とその将来予測を行ったところ，

若干の知見を得たので報告する。

表1推計に当たっての作業手順

2　研　究　方　法

農業労働力の推計に当たっては，ここで取り扱う農業労

働力についての規定や，労働力を需要量・供給星の面から

分析することとし，その過不足やひっ迫度を推定するため

の考え方や作美手順を表1のように整理し，現状把握と予

測を行った。

項　　 目 主　　 な　　 作　　 業　　 内　　 容

前提 条 件 の設 定
①　 農 業労 働 力 の範 囲 ：既 存 の統 計 資 料 を 利用 す る上 か ら、 直接 、 生 産 に係 わ る労働 力 に限定

②　 推 計 上 の地 域 単 位 ：市 町 村

供 給 量 の 推 計
①　 現 状 や将 来 の農 業就 業 人 口を 基本 と し、兼 業 を 主 とす る農 業従 業 者 を 包含

②　 将 来 予 測 （19 9 5年 ・2 0 0 0年 ） は、 コー ホー ト法 を利 用

需 要 量 の 推 計
将 来 も現 状 の農 業生 産 を維 持 す る こ とを前 提 に、 市 町 村 毎 の品 目別 面積 （作物 統 計 、 19 9 0年 ） と作物

毎 の 旬別 労 働 時 間 （「主 要 品 目の技 術 ・経 営 指 標」、 県 農 林 部、 19 8 8 年 ） か ら句 別必 要 人 員 を換 算

過 不 足 の 判 定
供 給 量 と して 、① 農 業 就 業 人 口、 ② 農 業 就業 人 口 に兼 業 が 主 の農 業 従 業者 を加 味 した数 、③ 農 業 従 事

者 の 3 段 階 を設 定 し、 これ らと需 要 量 との比 較 に よ り判 定

ひ っ迫 皮 の判 定

3 段 階 の供 給 量 を設 け た ことか ら、 これ ら供 給 量 と需 要 量 の過 不 足 の有無 を旬 別 に 判定 した結 果 、 次

の よ うな 4 段 階 の ひ っ迫 度 を設定 した。

A ：農 業 就業 人 口だ け を農 業 労 働 力 と仮 定 した場 合 に、農 繁 期 で も労 働 力 が 不足 しな い市 町 村

B ：農 業 就 業 人 口だ けで は農 業 労働 力 が不 足 す る ことに な るが 、 これ に兼 業 を主 とす る農 業 従 事者 の

実 労 働 分 を加 え る と不 足 しな い市 町村

C ：農 業 就 業 人 口 に兼 業 を 主 とす る農 業従 業 者 の実 労 働 量 を加 え た場 合 に は不 足 して い るが、 兼 業 を

主 とす る農 業従 事 者 が 就業 人 口並 に働 くと した場 合 に は不 足 が み られ な い市町 村 で、 実 際 には不

足 して い る とみ られ る市 町村

D ：兼 業 を 主 とす る農 業 従 事 者 が就 業 人 口並 に働 くと した場 合 で も不 足 に な って い る市 町 村

3　研究結果及び考察

市町村別ひっ迫程度の予測結果は表2のとおりである。

この結果から，現状（1990年）において既に農業労働力が

不足している（ひっ迫慶：C・Dランク）のは12市町村で

あり，1995年・21市町村，2000年・36市町村と増加するこ

とが予測される。

表2　農業労働力のひっ迫度別市町村数

　 ひっ迫度

年 次
A B C D

1990　 年 36 （54） 19 （28） 10 （15） 2 （3）

1995　年 23 （34） 23 （34） 13 （19） 8 （12）

2000　年 12 （18） 19 （28） 14 （2 1） 22 （33）

注．（）内は県内市町村数67に対する割合
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この中で農業労働力が既に不足な12市町村は，果樹を基

幹とする8町村，及び水田・畑作の複合地帯の4町村となっ

ている。反対に，労働力に余裕がみられる市町村は，下北

地域や沿岸地域などのはか，水田地帯が中心である（表3）。

表31990年に農業労働力が不足している市町村

区　　 分

耕 地 面 損 割 合 （％ ）
農 業 就 業

人 口

（人 ／ h a ）
水　 田 畑　 地 樹 園 地

相　 馬　 村 19 ．1 1 ．2 7 9 ．7 1 ．4

南　 部　 町 15 ．6 2 3 ．1 6 1 ．4 1 ．7

岩　 木　 町 35 ．2 8 ．8 5 6 ．0 1 ．4

浪　 岡　 町 5 1 ．4 3 ．1 4 5 ．5 1 ．3

名　 川　 町 28 ．0 2 1 ．5 5 0 ．4 1 ．7

田　 子　 町 5 7 ．6 37 ．2 5 ．2 1 ．2

倉　 石　 村 4 4 ．4 38 ．6 16 ．9 1 ．1

木　 造　 町 8 8 ．4 1 1 ．1 0 ．5 0 ．6

大　 鰐　 町 3 0 ．4 4 ．1 6 5 ．5 1 ．7

森　 田　 村 7 3 ．4 6 ．1 20 ．5 0 ．8

車　 力　 村 7 4 ．5 2 5 ．3 0 ．1 0 ．5

碇 ヶ 関 村 3 8 ．7 7 ．9 5 3 ．4 1 ．8

県　 全　 体 6 2 ．3 2 1 ．3 16 ．5 1 ．1

1995年には，新たに9市町村の労働力不足が見込まれる。

これらの市町村は，水田率が高い4市町村，水田・畑作の

複合である4市町村．樹園地（リンゴ）率の高い1市であ

り、基幹作目がリンゴ以外の市町村で増加が廠著となって

いる（表4）。

表41995年に新たに労働力が不足する市町村

区　　 分

耕地 面 積 割 合 （％） 農 業 就 業人 口

水　 田 畑　 地 樹 園 地 19 9 5年

（人／h a）

1990－

200 0年の

減 少 率

新　 郷　 村 4 7 ．3 5 1．9 0．7 0 ．8 19．4

中　 里　 町 94 ．0 5．7 0．4 0 ．3 4 0．6

稲　 垣　 村 98 ．8 1．2 0．0 0 ．4 2 4 ．2

五 所 川原 市 83 ．9 2，6 13．5 0 ．6 2 4 ．9

下　 田　 町 58 ．4 4 1．1 0 ．5 0 ．8 1 1．7

三　 沢　 市 5 2 ．8 4 7．0 0 ．2 0 ．5 17 ．7

弘　 前　 市 3 8 ．7 2 ．0 5 9 ．2 1．6 7 ．6

天 間 林 村 8 1．5 18 ．5 0 ．0 0 ．7 12 ．5

東　 北　 町 3 3 ．5 6 6 ．5 0 ．0 0 ．7 7 ．8

県　 全　 体 6 2 ．3 2 1．3 16 ．5 0 ．9 18 ．2

2000年に新たに労働力不足が見込まれる市町村は，15市

町村で，県全休では36市町村となり，主要な農業地帯のほ

とんどの市町村において労働力不足になることが予測され

た（衰5）。

このような結果が得られた農業労働力の需給面の特徴と

しては．次のような点が考察される。

耕地面積当たり供給量の面で，農業従事者数が市町村に

表5　2000年に新たに労働力が不足する市町村

区　　 分

耕 地 面 積 割 合 （％ ） 農 業 就 業 人 口

水　 田 畑　 地 樹 園 地 2 0 0 0 年

（人／h a ）

1985～

2000 年の

減 少 率

相　　　 村 7 5 ．5 2 ．0 2 2 ．5 0 ．6 2 3 ．5

鯵 ヶ 沢 町 6 7 ．5 2 0 ．2 1 2 ．3 0 ．8 10 ．2

蓬　 田　 村 9 4 ．4 5 ．4 0 ．2 0 ．4 2 4 ．6

黒　 石　 市 54 ，6 7 ．1 3 8 ．3 0 ．9 19 ．7

青　 森　 市 8 3 ．7 13 ．7 2 ．6 0 ．8 20 ．2

鶴　 田　 町 6 1 ．7 2 ．4 3 5 ．9 0 ．9 14 ．8

南　 郷　 村 2 7 ．8 5 5 ．9 16 ．3 1 ．2 16 ．5

百　 石　 町 6 6 ．8 3 3 ．2 0 ．1 0 ．7 1 6 ．8

板　 柳　 町 4 8 ．6 1 ．1 5 0 ．3 0 ．9 2 0 ．3

十 和 田 市 8 1 ．6 17 ．7 0 ．7 0 ．5 2 0 ．4

六　 戸　 町 6 6 ．9 3 2 ．7 0 ．3 0 ．5 2 0 ．9

蟹　 田　 町 8 4 ．8 15 ．2 0 ．0 0 ．4 2 9 ．9

横　 浜　 町 2 9 ．4 70 ．6 0 ．0 0 ．4 2 3 ．3

六 ヶ 所 村 2 4 ．4 75 ．6 0 ．0 0 ．3 2 4 ．6

三　 厩　 村 14 ．7 8 5 ．3 0 ．0 1 ．7 4 2 ．8

県　 全　 体 6 2 ．3 2 1 ．3 16 ．5 0 ．7 17 ．4

より異なっているが，これは「主として兼業に従事する人」

よりも「農業就業人口」の違いに起因し，特に，リンゴ地

帯において農業従事者が多く，水田地帯では反対に少ない

傾向にある。また，農業就業人口は，水田地帯での減少率

が最も高く，反対にリンゴ地帯において最も低いことが予

測された。

一方，耕地面積当たり需要量の面では．基幹作目の違い

により大きく異なっており，リンゴ・野菜の作付ウエイト

が高い市町村では，より多くの労働量を必要としている。

しかし，水田のウエイトが高い場合には，反対に少ない労

働力で間に合う状況になっている。

4　ま　と　め

本報告は，市町村別農業労働力の需要量と供給量につい

て現状把握と将来予測を行うとともに，現状の農業生産を

継続した場合に生じることになる農業労働力の不足程度を

市町村別に推計した。

この結果から∴現状において既に労働力不足が深刻となっ

ている果樹や野菜を中心とした市町村はもちろん，現状で

は労働力に余裕があるものの，今後急速に農業労働力が減

少し労働力不足となることが予測される水田を中心とした

市町村についても，省力技術の導入や組織的かつ広域的な

農業労働力の確保対策の検討が重要となっている。
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